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(57)【要約】
【課題】油室の油圧を制御する電磁弁に通電できない状
態で巻掛け伝動装置を駆動した場合でも変速を生じさせ
ることのできる油圧制御装置を提供する。
【解決手段】供給用制御弁ＳＰ１，ＳＳ１および排圧用
制御弁ＳＰ２，ＳＳ２は、通電を遮断した場合に閉制御
される常閉型の弁を含み、一方の油圧室２０に連通され
ている供給用制御弁ＳＰ１および排圧用制御弁ＳＰ２に
対する通電が遮断されてこれらの制御弁ＳＰ１，ＳＰ２
が閉じている状態で、一方の油圧室２０の容積が拡大す
ることによって一方の油圧室２０に所定の圧油の貯留部
から圧油が吸入されることを許容する供給手段３６と、
その供給手段３６を介して一方の油圧室２０に圧油が吸
入される場合に、他方の油圧室２１からドレイン箇所に
排圧させる排圧手段３８とを備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の回転部材に環状の伝動部材が巻掛けられるとともに、それらの回転部材に油圧が
供給されて前記環状の伝動部材が巻掛けられる溝幅を狭くする油圧室がそれぞれ設けられ
、各油圧室が電気的に制御される供給用制御弁を介して油圧源に接続されるとともに、各
油圧室が電気的に制御される排圧用制御弁を介してドレイン箇所に接続される巻掛け伝動
装置の油圧制御装置において、
　前記供給用制御弁および前記排圧用制御弁は、通電を遮断した場合に閉制御される常閉
型の弁を含み、
　一方の前記油圧室に連通されている前記供給用制御弁および排圧用制御弁に対する通電
が遮断されてこれらの制御弁が閉じている状態で、前記一方の油圧室の容積が拡大するこ
とによって前記一方の油圧室に所定の圧油の貯留部から圧油が吸入されることを許容する
供給手段と、
　その供給手段を介して前記一方の油圧室に圧油が吸入される場合に、他方の前記油圧室
から前記ドレイン箇所に排圧させる排圧手段とを備えている
ことを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項２】
　前記供給手段は、前記一方の油圧室と前記貯留部とを連通する油路に設けられてその油
路における前記貯留部から前記一方の油圧室に向けた圧油の流動を許容し、これとは反対
方向の圧油の流動を阻止する一方向弁を含む
ことを特徴とする請求項１に記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項３】
　前記他方の油圧室を前記ドレイン箇所に連通する排圧用制御弁は、通電している場合に
前記他方の油圧室と前記ドレイン箇所との連通を遮断し、通電しない場合に前記他方の油
圧室と前記ドレイン箇所とを連通する常開型の弁を含み、
　前記他方の排圧用制御弁と前記ドレイン箇所とを連通する油路に前記排圧手段が設けら
れている
ことを特徴とする請求項１に記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項４】
　前記排圧手段は、前記供給用制御弁および前記排圧用制御弁に通電ができない場合にリ
リーフ圧が低下させられてそのリリーフ圧以上の油圧を前記他方の油圧室から前記ドレイ
ン箇所に排圧するリリーフ弁、あるいは所定油圧以上の油圧が作用した場合に前記他方の
油圧室と前記ドレイン箇所とを連通してその所定油圧以上の油圧を前記ドレイン箇所に排
圧するように構成された一方向弁を含む
ことを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項５】
　前記一方の供給用制御弁は、前記一方の油圧室と前記油圧源とを連通する第１の油路に
設けられ、
　前記他方の供給用制御弁は、前記第１の油路に設けられた前記一方の供給用制御弁より
前記油圧源側の所定箇所に連通されかつ前記他方の油圧室に対して前記油圧源から前記油
圧を供給する第２の油路に設けられている
ことを特徴とする請求項１ないし４のいずれかに記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項６】
　前記一対の回転部材のうち駆動力源からトルクが入力される入力側回転部材が、その入
力側回転部材に対して入力されるトルクの方向を反転させる前後進切替機構に連結されて
いる
ことを特徴とする請求項１ないし５のいずれかに記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【請求項７】
　前記環状の伝動部材は、ベルトを含み、
　前記一対の回転部材は、前記ベルトが巻き掛けられる溝幅を変更可能な駆動側プーリと
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、前記ベルトが巻き掛けられる溝幅を変更可能な従動側プーリとを含む
ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれかに記載の巻掛け伝動装置の油圧制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、ベルトやチェーンなどの伝動部材が巻き掛けられた駆動側プーリや従動側
プーリなど回転部材の溝幅を変化させて伝動部材の巻き掛け半径を変化させることにより
変速を行う巻掛け伝動装置に関し、特にそれらの回転部材に供給する油圧を制御する装置
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この種の伝動装置は、ベルトやチェーンなどの巻き掛け半径に応じた変速比を設定でき
、その一例として、ベルト式無段変速機は、駆動側のプーリと従動側のプーリとに対する
ベルトの巻き掛け半径を変化させることにより、これらのプーリの回転数の比率である変
速比を変化させるように構成されている。車両に搭載されているベルト式無段変速機では
、各プーリをいわゆるＶ溝を備えた構成とし、その溝幅を油圧によって変化させることに
よりベルトの巻き掛け半径すなわち変速比を変化させるように構成されている。また、こ
の種の変速機におけるトルクの伝達は、ベルトと各プーリとの間の摩擦力によって行われ
るから、各プーリがベルトを挟み付けるいわゆる挟圧力を、伝達するべきトルクに応じて
高低に制御している。
【０００３】
　ベルト式無段変速機における油圧制御装置の例が、特許文献１および特許文献２に記載
されている。特許文献１に記載されているベルト式無段変速機における駆動側プーリ（以
下、仮にプライマリプーリと記す）は、プーリ軸に固定された固定シーブと、その固定シ
ーブに対して接近・離隔するようにプーリ軸上に配置された可動シーブとによって構成さ
れ、その可動シーブの背面側に設けられた油圧室に圧油を供給することにより、各シーブ
の間に形成されているＶ溝の幅を狭くしてベルトの巻き掛け半径を増大させ、またその油
圧室から圧油を排出することによりＶ溝の幅を広くしてベルトの巻き掛け半径を減少させ
るように構成されている。また、従動側プーリ（以下、仮にセカンダリプーリと記す）は
、プライマリプーリと同様に、プーリ軸に取り付けられた固定シーブと、プーリ軸上をそ
の軸線方向に前後動する可動シーブとによって構成され、その可動シーブの背面側に設け
られた油圧室の油圧によって、各シーブによるベルトの挟圧力を生じさせ、必要な伝達ト
ルク容量を設定するように構成されている。その油圧源は、油圧ポンプと蓄圧器（アキュ
ムレータ）とによって構成され、その油圧源と各プーリの油圧室とを連通しているいわゆ
る供給油路に電気的に制御される供給側制御弁が設けられ、また各油圧室には電気的に制
御される排出側制御弁が連通されて設けられている。
【０００４】
　そして、特許文献１に記載された油圧制御装置では、各電磁弁が、ソレノイドに通電す
ることにより入力側ポートと出力側ポートとが連通する開弁状態に切り替わり、ソレノイ
ドに対する通電を遮断することによりスプリングなどの弾性力で、入力側ポートと出力側
ポートとが遮断されて閉弁状態に切り替わるいわゆる二方向電磁制御弁によって構成され
ている。すなわち、変速比を高車速側の変速比に低下させる場合や挟圧力を増大させる場
合には、供給側制御弁に通電することにより供給側制御弁を開いてプライマリプーリの油
圧室やセカンダリプーリの油圧室に油圧を供給し、また変速比を低車速側の変速比に増大
させる場合や挟圧力を低下させる場合には、排出側制御弁に通電することにより排出側制
御弁を開いてプライマリプーリの油圧室やセカンダリプーリの油圧室から油圧を排出させ
るように構成されている。
【０００５】
　特許文献２に記載されている油圧制御装置では、油圧ポンプや蓄圧機などからプライマ
リプーリの油圧室に油圧を供給する油路から分岐してプライマリプーリの油圧室をドレイ
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ン箇所に接続する油路が設けられ、その油路にライン圧が零（０）でない場合に、その油
路を遮断し、ライン圧が零（０）の場合に油路を開放する切換弁が介在されて構成されて
いる。すなわち、各電磁弁に対する通電が遮断されることによりプライマリプーリの油圧
室が油圧源やドレイン箇所に対して閉鎖あるいは密閉され、かつライン圧が零（０）にな
った場合に、プライマリプーリの油圧室とドレイン箇所とをバイパスすることによりドレ
イン箇所に貯留された圧油をプライマリプーリの油圧室に供給してベルト式無段変速機の
変速比を小さくするアップシフトができるように構成されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】欧州特許第０９８５８５５号明細書
【特許文献２】特開平１１－１８２６６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述した特許文献１に記載された油圧制御装置においては、プライマリプーリ側の各電
磁弁およびセカンダリプーリ側の各電磁弁に対する通電を遮断すると、すなわちオフ制御
すると、プライマリプーリおよびセカンダリプーリの各油圧室に対する圧油の供給および
排出が止められて圧油が油圧室に閉じ込められるので、変速比およびベルト挟圧力を維持
することができる。また一方、ベルト式無段変速機では、各プーリの回転が止まっている
状態ではベルトの巻き掛け半径を変更することができないので、その無段変速機が搭載さ
れている車両が停止する場合には、変速比は最も低車速側の最大変速比もしくはこれに近
い変速比に設定される。
【０００８】
　そのため、上述した特許文献１に記載されているような従来のベルト式無段変速機にお
ける油圧制御装置では、その無段変速機のための電子制御装置やこれを含む電気系統に異
常が生じたり、車両のメインスイッチをオフにしたりして各電磁弁に通電できない状態で
車両を牽引するなどのことによって走行させた場合、最も低速側の変速比である大きい変
速比が設定された状態で無段変速機が駆動されることになる。その場合、牽引速度が低く
、無段変速機の出力側の回転数が低回転数であっても、変速比が大きいために入力側の回
転数が高回転数になり、そのため、例えば無段変速機の入力側に前後進切替機構が連結さ
れていれば、その前後進切替機構を構成しているいずれかの回転部材の回転数が高くなる
。
【０００９】
　そこで、前述したような場合に、特許文献２に記載されているように、プライマリプー
リの油圧室とドレイン箇所とをバイパスし、プライマリプーリの油圧室における遠心油圧
の発生に伴ってドレイン箇所に貯留されている圧油をプライマリプーリの油圧室に供給す
ることにより、無段変速機の変速比を小さくするアップシフトをおこなって前後進切換機
構を構成している回転部材の回転数を低下させることが考えられる。しかしながら、特許
文献２に記載された構成では、電子制御装置やこれを含む電気系統に異常が生じたり、車
両のメインスイッチをオフにした場合に、セカンダリプーリの油圧室から油圧を排出させ
る排出側制御弁に対する通電も遮断されるのでセカンダリプーリの油圧室においても圧油
が閉じ込められることになる。また、そのような状態で車両を牽引するなどのことによっ
て走行させると、セカンダリプーリにおいては、プライマリプーリにおけるベルトの巻掛
け半径の増大に伴ってベルト巻掛け半径が小さくなるようにベルトに張力が発生するから
、セカンダリプーリの油圧室ではその油圧が増大し、その結果、ベルト挟圧力が過大にな
ってベルトの発熱が増大したり、ベルト式無段変速機の変速比を小さくできない可能性が
ある。
【００１０】
　この発明は上記の技術的課題に着目してなされたものであり、制御弁を制御できない状
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態で巻掛け伝動装置が駆動された場合に、巻掛け伝動装置が駆動されることによって変速
比を小さくすることの可能な油圧制御装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の目的を達成するために、請求項１の発明は、一対の回転部材に環状の伝動部材が
巻掛けられるとともに、それらの回転部材に油圧が供給されて前記環状の伝動部材が巻掛
けられる溝幅を狭くする油圧室がそれぞれ設けられ、各油圧室が電気的に制御される供給
用制御弁を介して油圧源に接続されるとともに、各油圧室が電気的に制御される排圧用制
御弁を介してドレイン箇所に接続される巻掛け伝動装置の油圧制御装置において、前記供
給用制御弁および前記排圧用制御弁は、通電を遮断した場合に閉制御される常閉型の弁を
含み、一方の前記油圧室に連通されている前記供給用制御弁および排圧用制御弁に対する
通電が遮断されてこれらの制御弁が閉じている状態で、前記一方の油圧室の容積が拡大す
ることによって前記一方の油圧室に所定の圧油の貯留部から圧油が吸入されることを許容
する供給手段と、その供給手段を介して前記一方の油圧室に圧油が吸入される場合に、他
方の前記油圧室から前記ドレイン箇所に排圧させる排圧手段とを備えていることを特徴と
するものである。
【００１２】
　請求項２の発明は、請求項１の発明において、前記供給手段は、前記一方の油圧室と前
記貯留部とを連通する油路に設けられてその油路における前記貯留部から前記一方の油圧
室に向けた圧油の流動を許容し、これとは反対方向の圧油の流動を阻止する一方向弁を含
むことを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
【００１３】
　請求項３の発明は、請求項１の発明において、前記他方の油圧室を前記ドレイン箇所に
連通する排圧用制御弁は、通電している場合に前記他方の油圧室と前記ドレイン箇所との
連通を遮断し、通電しない場合に前記他方の油圧室と前記ドレイン箇所とを連通する常開
型の弁を含み、前記他方の排圧用制御弁と前記ドレイン箇所とを連通する油路に前記排圧
手段が設けられていることを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
【００１４】
　請求項４の発明は、請求項１ないし３のいずれかの発明において、前記排圧手段は、前
記供給用制御弁および前記排圧用制御弁に通電ができない場合にリリーフ圧が低下させら
れてそのリリーフ圧以上の油圧を前記他方の油圧室から前記ドレイン箇所に排圧するリリ
ーフ弁、あるいは所定油圧以上の油圧が作用した場合に前記他方の油圧室と前記ドレイン
箇所とを連通してその所定油圧以上の油圧を前記ドレイン箇所に排圧するように構成され
た一方向弁を含むことを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
【００１５】
　請求項５の発明は、請求項１ないし４のいずれかの発明において、前記一方の供給用制
御弁は、前記一方の油圧室と前記油圧源とを連通する第１の油路に設けられ、前記他方の
供給用制御弁は、前記第１の油路に設けられた前記一方の供給用制御弁より前記油圧源側
の所定箇所に連通されかつ前記他方の油圧室に対して前記油圧源から前記油圧を供給する
第２の油路に設けられていることを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
【００１６】
　請求項６の発明は、請求項１ないし５のいずれかの発明において、前記一対の回転部材
のうち駆動力源からトルクが入力される入力側回転部材が、その入力側回転部材に対して
入力されるトルクの方向を反転させる前後進切替機構に連結されていることを特徴とする
巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
【００１７】
　請求項７の発明は、請求項１ないし６のいずれかの発明において、前記環状の伝動部材
は、ベルトを含み、前記一対の回転部材は、前記ベルトが巻き掛けられる溝幅を変更可能
な駆動側プーリと、前記ベルトが巻き掛けられる溝幅を変更可能な従動側プーリとを含む
ことを特徴とする巻掛け伝動装置の油圧制御装置である。
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【発明の効果】
【００１８】
　この発明の油圧制御装置によれば、各供給用制御弁および各排圧用制御弁に対して通電
できない状態では、各制御弁は閉じた状態になる。この各制御弁が閉じた状態では、各油
圧室は、油圧源やオイルパンなどの圧油の貯留部（すなわち、ドレイン箇所）に対して閉
鎖あるいは密閉されて各油圧室の内部に圧油が閉じ込められる。また、このような状態で
一方の油圧室、すなわち駆動側の回転部材もしくはプーリに付設されている油圧室の容積
が拡大することに伴って、他方の油圧室、すなわち従動側の回転部材もしくはプーリに付
設されている油圧室の容積が減少すると、駆動側の油圧室に所定の圧油の貯留部から圧油
の吸入が許容され、従動側の油圧室においてはその油圧がオイルパンに排圧されるように
構成されている。より具体的には、各油圧室が油圧源やオイルパンに対して閉鎖あるいは
密閉された状態で各回転部材が回転すると、各油圧室の内部では、遠心力に起因する圧力
、すなわち遠心油圧が発生する。その遠心油圧は、回転数が高いほど高くなるから、例え
ば巻掛け伝動装置が停止していて最大変速比が設定されている状態で各油圧室に遠心油圧
が生じると、駆動側の回転部材の回転数が従動側の回転部材の回転数に対して相対的に高
回転数になり、その駆動側の油圧室の内部圧力が高くなる。そのため駆動側の回転部材も
しくはプーリが環状の伝動部材を挟み付ける力が、従動側の回転部材もしくはプーリが環
状の伝動部材を挟み付ける力より大きくなるから、駆動側の回転部材における溝幅が次第
に小さくなって環状の伝動部材の巻き掛け半径が次第に大きくなる。また、駆動側の回転
部材における溝幅が狭くなることに伴って、駆動側の油圧室では、その容積が拡大して駆
動側の油圧室に対して油圧を供給する方向の圧力、すなわち、いわゆる負圧が生じる。こ
の駆動側の油圧室の容積拡大に伴って駆動側の油圧室に油圧を供給する方向の圧力が生じ
ることによって、あるいは駆動側の油圧室から油圧が次第に抜けることによって駆動側の
油圧室における油圧が所定油圧以下になると、貯留部に貯留されている圧油が供給手断を
介して駆動側の油圧室に供給あるいは吸引される。一方、従動側の回転部材もしくはプー
リでは、駆動側の回転部材における溝幅の減少に伴って従動側の回転部材における溝幅が
次第に拡がって環状の伝動部材の巻き掛け半径が次第に減少する。また、従動側の回転部
材における溝幅の拡大に伴って、従動側の油圧室では、その容積が減少して従動側の油圧
室における油圧が上昇する。すると、従動側の油圧室とオイルパンとが排圧手段を介して
連通されて従動側の油圧室における油圧がオイルパンに排出あるいは排圧される。このよ
うに、各制御弁に通電できない状態で巻掛け伝動装置を駆動した場合、各油圧室に対する
油圧の供給もしくは排出を制御できないとしても、各回転部材が回転することによりアッ
プシフトを生じさせて駆動側（入力側）の回転部材もしくはプーリの回転数を下げること
ができる。また、環状の伝動部材を挟み付ける圧力が過大になることを回避もしくは抑制
でき、その結果、巻掛け伝動装置での発熱や摩耗などを防止もしくは抑制することができ
る。
【００１９】
　また、請求項２の発明によれば、請求項１の発明による効果と同様の効果に加えて、一
方の油圧室、すなわち駆動側の油圧室と貯留部とを連通する油路に、一方の油圧室から貯
留部に向けた圧油の流動を禁止するとともに、貯留部から駆動側の油圧室に向けた圧油の
流動を許容する一方向弁が設けられている。したがって、駆動側の油圧室の容積拡大に伴
って貯留部の圧油が駆動側の油圧室に吸入あるいは供給される。その結果、駆動側の油圧
室に対する油圧の供給を制御できない状態で、巻掛け伝動装置を駆動した場合の変速を可
能にすることができる。
【００２０】
　請求項３の発明によれば、請求項１の発明による効果と同様の効果に加えて、排圧用制
御弁に常開型の弁あるいは常閉型の弁を選択することができ、また、排圧用制御弁とドレ
イン箇所とを連通する油路に排圧手段が設けられている。したがって、既存の構成を利用
して各制御弁に通電できない状態で巻掛け伝動装置を駆動した場合の変速を可能にするこ
とができる。
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【００２１】
　請求項４の発明によれば、請求項１ないし３のいずれかの発明による効果と同様の効果
に加えて、排圧手段に通電が遮断された場合にリリーフ圧が低下させられそのリリーフ圧
以上の従動側の油圧室の油圧をドレイン箇所に排出するように構成されたリリーフ弁、あ
るいは所定圧以上の油圧が作用した場合に従動側の油圧室からドレイン箇所に排圧するよ
うに構成された一方向弁を選択することができる。したがって、既存の構成を利用して各
制御弁に通電できない状態で巻掛け伝動装置を駆動した場合の変速を可能にすることがで
きる。
【００２２】
　請求項５の発明によれば、請求項１ないし４のいずれかの発明による効果と同様の効果
に加えて、常閉型の供給用制御弁が設けられている第１の油路および第２の油路によって
、各回転部材もしくはプーリの油圧室が連通された閉鎖系が形成され、その閉鎖系の内部
に油圧を閉じ込めることができる。そのため、各回転部材もしくはプーリにおける油圧室
の油圧を電気的に制御できない状態で巻掛け伝動装置が動作する場合に、油圧源から相対
的に高い油圧が各油圧室に供給されないので、各油圧室の油圧を相対的に低くでき、環状
の伝動部材を挟み付ける圧力が過大になることを回避もしくは抑制できる。その結果、巻
掛け伝動装置での発熱や摩耗などを防止もしくは抑制することができる。
【００２３】
　請求項６の発明によれば、請求項１ないし５のいずれかの発明による効果と同様の効果
に加えて、各制御弁に通電できない状態で巻掛け伝動装置を動作させた場合に、その入力
側の回転数すなわち前後進切替機構の回転数を低下させることができる。
【００２４】
　請求項７の発明によれば、請求項１ないし６のいずれかの発明による効果と同様の効果
に加えて、ベルト式無段変速機において、上述した効果と同様の効果を得ることができる
。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】ベルト式無段変速機を対象としたこの発明に係る油圧制御装置の一例を示す部分
的な油圧回路図である。
【図２】図１に示す構成の油圧制御装置の作用を説明するための図である。
【図３】図１に示す構成の油圧制御装置を改良した例を示す部分的な油圧回路図である。
【図４】図３に示す構成の油圧制御装置を改良した他の例を示す部分的な油圧回路図であ
る。
【図５】図３に示す構成の油圧制御装置を更に改良した他の例を示す部分的な油圧回路図
である。
【図６】この発明で対象とすることのできる車両の動力伝達経路の一例を示す模式図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　この発明は、ベルトなどの巻き掛け伝動部材を介してプーリなどの一対の回転部材の間
で動力を伝達し、かつその巻き掛け伝動部材の回転部材に対する巻き掛け状態を変化させ
て変速比を変更するように構成された変速機を対象とする油圧制御装置である。したがっ
て、この発明における伝動部材は、上記のようなベルト以外にチェーンなどの環状あるい
は無端状の伝動部材を含み、また回転部材はプーリやスプロケットなどが巻き掛けられ、
その伝動部材の巻き掛け半径を変更して変速比を変化させることのできる回転部材を含む
。
【００２７】
　以下の説明では、車両に搭載されるベルト式の無段変速機を例に採って説明する。図６
は、内燃機関（エンジン）１を駆動力源とした車両に搭載した例を示している。この発明
における駆動力源は、モータであってもよく、あるいは内燃機関とモータとを組み合わせ



(8) JP 2012-107736 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

たハイブリッドタイプのものであってもよい。そのエンジン１の出力側にロックアップク
ラッチ２を備えたトルクコンバータ３が接続されている。このトルクコンバータ３は従来
知られているものと同様の構成であって、エンジン１に連結されているフロントカバー４
と一体のポンプインペラー５に対向してタービンランナー６が配置され、そのタービンラ
ンナー６が出力要素となっている。これらポンプインペラー５とタービンランナー６との
間には、それらの速度比が小さい状態でポンプインペラー５から吐出されたオイルをその
流れの向きを変化させてタービンランナー６に供給するステータ７が配置されている。そ
のステータ７は図示しない一方向クラッチを介して所定の固定部に連結されている。
【００２８】
　ロックアップクラッチ２はタービンランナー６と一体となって回転するように構成され
ている。このロックアップクラッチ２は、上記のフロントカバー４の内面に対向して配置
された環状の部材であって、フロントカバー４の内面との間の油圧が相対的に高くなるこ
とにより、フロントカバー４から離れて解放状態になり、またこれとは反対側の油圧が相
対的に高くなることによりフロントカバー４の内面に押し付けられて、トルク伝達を行う
係合状態となるように構成されている。
【００２９】
　さらに、上記のトルクコンバータ３に続けて前後進切替機構８がトルクコンバータ３と
同一軸線上に配置されている。この前後進切替機構８は入力されたトルクをそのまま出力
する前進状態と、入力されたトルクの向きを反転させて出力する後進状態とを切り替える
ためのものであり、図６に示す例では、ダブルピニオン型の遊星歯車機構を主体にして構
成されている。すなわち、外歯歯車であるサンギヤ９と同心円上に内歯歯車であるリング
ギヤ１０が配置されており、これらのギヤ９，１０の間に、キャリヤ１１によって自転自
在および公転自在に保持された複数対のピニオンギヤが配置されている。互いに対をなし
ている二つのピニオンギヤ１２，１３は、互いに噛み合っており、一方のピニオンギヤ１
２はサンギヤ９に噛み合い、かつ他方のピニオンギヤ１３はリングギヤ１０に噛み合って
いる。
【００３０】
　サンギヤ９は、前述したトルクコンバータ３におけるタービンランナー６に図示しない
中間軸を介して連結され、したがって入力要素となっている。また、このサンギヤ９とキ
ャリヤ１１との間には、油圧によって制御されて、これらサンギヤ９とキャリヤ１１とを
選択的に連結して前進状態を設定する前進クラッチ１４が設けられている。さらに、リン
グギヤ１０の回転を選択的に止めて後進状態を設定する後進ブレーキ１５が設けられてい
る。この後進ブレーキ１５は、前進クラッチ１４と同様に、湿式多板ブレーキなどの油圧
によって係合・解放の状態に制御され、かつ油圧に応じた伝達トルク容量となるブレーキ
によって構成されている。したがって、このリングギヤ１０が反力要素となっている。
【００３１】
　これらトルクコンバータ３および前後進切替機構８と同一の軸線上に、ベルト式無段変
速機１６におけるプライマリプーリ（駆動側プーリ）１７が配置されている。そして、そ
のプライマリプーリ１７とキャリヤ１１とが連結されている。すなわちキャリヤ１１が上
述したダブルピニオン型の遊星歯車機構における出力要素となっている。このベルト式無
段変速機１６は、従来知られているものと同様の構成であって、プライマリプーリ１７と
平行にセカンダリプーリ（従動側プーリ）１８が配置されており、これらのプーリ１７，
１８にベルト１９が巻き掛けられ、そのベルト１９を介して各プーリ１７，１８の間でト
ルクを伝達し、また各プーリ１７，１８に対するベルト１９の巻き掛け半径を変化させる
ことにより変速比を変更するように構成されている。
【００３２】
　より具体的に説明すると、各プーリ１７，１８は、それぞれ、固定シーブとその固定シ
ーブに対して接近・離隔する可動シーブとを備えており、それら固定シーブと可動シーブ
とによって断面形状がＶ字状のベルト溝を形成し、そのベルト溝にベルト１９が巻き掛け
られている。そして、その可動シーブを固定シーブに対して前後動させることにより溝幅
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を変化させ、それに伴ってベルト１９の巻き掛け半径を変化させて変速比を制御するよう
に構成されている。このように変速比を変化させるために可動シーブを前後動させるとと
もに、各プーリ１７，１８がベルト１９を挟み付ける挟圧力を作用させるために可動シー
ブを押圧する油圧室２０，２１が各プーリ１７，１８に設けられている。各プーリ１７，
１８とベルト１９との間のトルクの伝達は、両者の間の摩擦力によって行われるから、ベ
ルト式無段変速機１６における伝達トルク容量は油圧に応じた容量となる。そして、セカ
ンダリプーリ１８に一体化されている出力軸２２が、カウンタギヤユニット２３を介して
デファレンシャル２４に連結され、そのデファレンシャル２４から左右の車輪２５に動力
を分配して伝達するように構成されている。
【００３３】
　上記のようにエンジン１から車輪２５に駆動力を伝達する伝達経路は、互いに直列に連
結された上記のトルクコンバータ３および前後進切替機構８ならびにベルト式無段変速機
１６を主体にして構成されており、これらの伝動部材を制御するための油圧制御装置２６
が設けられている。この油圧制御装置２６は、電気的に制御されて各伝動部材に対して制
御油圧を出力するように構成されており、この油圧制御装置２６に対して指令信号を出力
し、また前記エンジン１に対して指令信号を出力する電子制御装置（ＥＣＵ）２７が設け
られている。
【００３４】
　上記のベルト式無段変速機を対象としたこの発明に係る油圧制御装置の一例を図１に示
してある。図１に示す例は、油圧ポンプ２８と、その油圧ポンプ２８で発生させた油圧を
蓄える蓄圧器（アキュムレータ）２９とを油圧源とする例であり、その油圧ポンプ２８は
前述したエンジン１によって駆動され、あるいは図示しないモータによって駆動されて油
圧を発生するように構成されている。その油圧ポンプ２８の吐出口は、逆止弁３０を介し
てアキュムレータ２９に連通されている。その逆止弁３０は、油圧ポンプ２８からアキュ
ムレータ２９に向けて圧油が流れる場合に開き、これとは反対方向の圧油の流れを阻止す
るように閉弁する一方向弁である。また、アキュムレータ２９は、蓄圧室に弾性体で押圧
されたピストンや弾性膨張体などを容器内に収容し、その弾性力以上の圧力で油圧を蓄え
るように構成されている。なお、油圧ポンプ２８から吐出した油圧やアキュムレータ２９
から吐出する油圧を適宜のライン圧に調圧するレギュレータバルブ（図示せず）を適宜設
けてもよい。
【００３５】
　油圧源である油圧ポンプ２８あるいはアキュムレータ２９からプライマリプーリ１７に
おける油圧室２０に圧油を供給する供給油路３１には、供給用制御弁ＳＰ１が設けられて
いる。この供給用制御弁ＳＰ１は、いわゆる常閉型（ノーマルクローズタイプ）の電磁弁
であって、弁体を閉弁位置に押しているスプリングとそのスプリングの弾性力を減殺して
弁体を開弁位置に押す電磁力を発生する電磁コイルとを備えており、したがってその電磁
コイルに通電していない状態では、スプリングの弾性力により閉弁状態となるように構成
されている。したがって図１に示す例では、供給用制御弁ＳＰ１は電磁二方弁によって構
成されている。上記の供給油路３１が、この発明に係る第１の油路に相当する。
【００３６】
　また、油圧源からセカンダリプーリ１８における油圧室２１に油圧を供給する供給油路
３２が設けられている。この供給油路３２は、油圧源からプライマリプーリ１７の油圧室
２０に圧油を供給する供給油路３１から分岐した油路として構成することができ、この供
給油路３２には、供給用制御弁ＳＳ１が設けられている。図１に示す例では、供給用制御
弁ＳＳ１は、プライマリプーリ１７側の供給用制御弁ＳＰ１と同様にいわゆる常閉型（ノ
ーマルクローズタイプ）の電磁弁であって、弁体を閉弁位置に押しているスプリングとそ
のスプリングの弾性力を減殺して弁体を開弁位置に押す電磁力を発生する電磁コイルとを
備えており、したがってその電磁コイルに通電していない状態では、スプリングの弾性力
により閉弁状態となるように構成されている。したがって図１に示す例では、供給用制御
弁ＳＳ１は電磁二方弁によって構成されている。上記の供給油路３２が、この発明に係る
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第２の油路に相当する。
【００３７】
　さらに、プライマリプーリ１７における油圧室２０をオイルパンなどのドレイン箇所に
連通させる排出油路３３には、排圧用制御弁ＳＰ２が設けられている。この排圧用制御弁
ＳＰ２は、図１に示す例では、いわゆる常閉型（ノーマルクローズタイプ）の電磁弁であ
って、弁体を閉弁位置に押しているスプリングとそのスプリングの弾性力を減殺して弁体
を開弁位置に押す電磁力を発生する電磁コイルとを備えており、したがってその電磁コイ
ルに通電していない状態では、スプリングの弾性力により閉弁状態となるように構成され
ている。したがって、排圧用制御弁ＳＰ２は電磁二方弁によって構成されている。
【００３８】
　またさらに、セカンダリプーリ１８における油圧室２１から油圧を抜く排出油路３４に
は、排圧用制御弁ＳＳ２が設けられている。この排圧用制御弁ＳＳ２は、プライマリプー
リ１７側の排圧用制御弁ＳＰ２と同様に、図１に示す例では、いわゆる常閉型（ノーマル
クローズタイプ）の電磁弁であって、弁体を閉弁位置に押しているスプリングとそのスプ
リングの弾性力を減殺して弁体を開弁位置に押す電磁力を発生する電磁コイルとを備えて
おり、したがってその電磁コイルに通電していない状態では、スプリングの弾性力により
閉弁状態となるように構成されている。したがって、排圧用制御弁ＳＳ２は電磁二方弁に
よって構成されている。
【００３９】
　上記の各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２は、前述したＥＣＵ２７から出力され
る制御信号によって動作するように構成されている。したがって上記のベルト式無段変速
機１６が搭載されている車両のメインスイッチ（図示せず）がオフになっている場合や、
電気的なフェールが生じている場合などにおいては、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，
ＳＳ２に通電されず、それぞれがオフ状態になる。その場合、図１に示す例では、各制御
弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２が常閉型のものであるから、これらに通電できない状
態では各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２が閉じるので、各油圧室２０，２１ある
いはこれらを接続している油路が、油圧ポンプ２８やアキュムレータ２９などの油圧源お
よびオイルパンに対して遮断されて油圧室２０，２１が閉鎖あるいは密閉されるように構
成されている。
【００４０】
　そして、図１に示す例では、オイルパンからプライマリプーリ１７における油圧室２０
に圧油を供給する供給用バイパス油路３５が設けられている。この供給用バイパス油路３
５は、供給油路３１における供給用制御弁ＳＰ１よりもベルト式無段変速機１６側から分
岐した油路として構成することができる。この供給用バイパス油路３５には、この発明に
係る供給手段の一例として逆止弁３６が設けられている。この逆止弁３６は、オイルパン
からプライマリプーリ１７における油圧室２０に向けて圧油が流れる場合に開き、これと
は反対方向の圧油の流れを阻止するように閉弁する一方向弁である。この逆止弁３６は、
その一例として、油圧源からプライマリプーリ１７における油圧室２０に向けて圧油が流
れる場合に、油圧源から油圧室２０に供給される油圧によって弁体が閉弁位置に押されて
閉弁し、油圧室２０における油圧がオイルパンにおける油圧と同じかそれよりも低下した
場合に、すなわち負圧によって弁体が開弁位置に移動して開弁するように構成されている
。
【００４１】
　また、供給油路３２からオイルパンに圧油を供給あるいは排出する排圧用バイパス油路
３７が設けられている。この排圧用バイパス油路３７は、供給油路３２における供給用制
御弁ＳＳ１よりもベルト式無段変速機１６側から分岐した油路として構成することができ
る。この排圧用バイパス油路３７には、この発明に係る排圧手段が設けられている。図１
に示す例では、排圧手段の一例として電磁リリーフ弁３８が排圧用バイパス油路３７に設
けられている。この電磁リリーフ弁３８は、通電量が多くなるに従ってリリーフ圧が高く
なるように構成された排圧弁であり、通電されていない状態でリリーフ圧が最も低くなる
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。この電磁リリーフ弁３８は、油圧源からセカンダリプーリ１８における油圧室２１に油
圧を供給してセカンダリプーリ１８において最大挟圧力を発生させる場合であっても油圧
をリリーフしないように相対的に高いリリーフ圧が設定されるようになっている。これと
は反対に、車両のメインスイッチがオフになっていたり、電気的なフェールが生じたりし
て、電磁リリーフ弁３８に通電できない場合に、そのリリーフ圧は予め定められた相対的
に低い圧力に設定されるようになっている。すなわち、供給油路３２および排圧用バイパ
ス油路３７の油圧が、電磁リリーフ弁３８で設定されるリリーフ圧に制限されるようにな
っている。
【００４２】
　したがって、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２に通電できないことにより各油
圧室２０，２１が閉鎖あるいは密閉され、かつ車両が例えば牽引されて走行する場合に、
プライマリプーリ１７の油圧室２０における油圧がオイルパンにおける油圧と同じかそれ
よりも低下すると、逆止弁３６が開弁してオイルパンから油圧室２０に圧油が供給される
とともに、電磁リリーフ弁３８のリリーフ圧が相対的に低圧に設定されることにより電磁
リリーフ弁３８を介してリリーフ圧以上のセカンダリプーリ１８における油圧室２１の油
圧がオイルパンに排出されてベルト式無段変速機１６がアップシフトできるように構成さ
れている。
【００４３】
　つぎに図１に示す構成の油圧制御装置の作用について説明する。図２は、図１に示す構
成の油圧制御装置の作用を説明するための図である。エンジン１が正常に機能して車両が
走行している場合には、油圧ポンプ２８が動作して油圧を発生し、その油圧が各供給油路
３１，３２に供給され、また必要に応じてアキュムレータ２９に蓄圧される。なお、各供
給油路３１，３２における油圧は、プライマリーレギュレータバルブなどによってエンジ
ン１の出力に応じたライン圧、あるいはアクセル開度などの車両に対する駆動要求量に応
じたライン圧に制御される。ＥＣＵ２７が供給用制御弁ＳＰ１に対して供給油路３１を開
放するための制御信号を出力し、プライマリプーリ１７の油圧室２０に対して圧油が供給
されると、ベルト１９に作用している張力に抗して、その可動シーブが固定シーブ側に押
されて溝幅が狭くなり、その結果、ベルト１９の巻き掛け半径が大きくなって、変速比が
低下するアップシフトが生じる。所定の変速比が設定されている状態で、ＥＣＵ２７が供
給用制御弁ＳＰ１に対して閉止のための制御信号を出力すると、プライマリプーリ１７の
油圧室２０に対する圧油の供給が停止し、油圧室２０が油圧源やオイルパンに対して閉鎖
あるいは密閉されて圧油が閉じ込められるので、変速比が一定に維持される。
【００４４】
　また、プライマリプーリ１７についての排圧用制御弁ＳＰ２に通電してこれを開動作さ
せると、プライマリプーリ１７の油圧室２０から油圧がオイルパンに排出されるので、ベ
ルト１９の張力により、プライマリプーリ１７の可動シーブが固定シーブに対して後退移
動させられ、その結果、溝幅が拡大してベルト１９の巻き掛け半径が小さくなる。すなわ
ち、ダウンシフトが生じる。このように、プライマリプーリ１７の油圧室２０の圧油を制
御することにより、変速が実行される。そして、その変速比は、エンジン１の回転数が燃
費の良い回転数となるように制御され、また加速時や減速時には、要求に応じて加速度や
エンジンブレーキ力が生じる変速比に、過渡的に制御される。さらに、減速して停車する
場合には、最も低速側の変速比である最大変速比に制御される。
【００４５】
　これに対して、セカンダリプーリ１８における油圧室２１の油圧は、必要なベルト挟圧
力を生じさせるように制御される。例えば、車両のアクセル開度が増大してエンジン１の
出力が増大する場合には、セカンダリプーリ１８についての供給用制御弁ＳＳ１に対して
開動作させる制御信号が出力され、その結果、油圧源からセカンダリプーリ１８における
油圧室２１に油圧が供給されて挟圧力が増大する。これとは反対に、アクセル開度が減少
してエンジン１の出力トルクが低下する場合、セカンダリプーリ１８についての排圧用制
御弁ＳＳ２を開く制御信号が出力され、排圧用制御弁ＳＳ２が開いてセカンダリプーリ１
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８における油圧室２１から排圧されることにより挟圧力が低下する。なお、セカンダリプ
ーリ１８における油圧室２１の油圧すなわち挟圧力は、エンジン１が出力するトルクもし
くはベルト式無段変速機１６に入力されるトルクに応じた圧力に制御される。
【００４６】
　この発明に係る上記の油圧制御装置によれば、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ
２に通電できずにこれらを動作させることができない状態であっても、変速を生じさせる
ことができる。具体的に説明すると、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２は、通電
が遮断されてオフ状態になっている場合に、閉弁状態になっている。しかしながら、プラ
イマリプーリ１７の油圧室２０とオイルパンとは、供給用バイパス油路３５によって連通
されており、その供給用バイパス油路３５には、逆止弁３６が設けられている。この逆止
弁３６は、油圧室２０の容積が拡大することによって、オイルパンに貯留されている圧油
を油圧室２０に吸引あるいは供給する場合に開弁するようになっている。また、セカンダ
リプーリ１８の油圧室２１は、排圧用バイパス油路３７を介してオイルパンに連通されて
おり、その排圧用バイパス油路３７には、電磁リリーフ弁３８が設けられている。電磁リ
リーフ弁３８は、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２がオフ状態となった場合に、
そのリリーフ圧が相対的に低い圧力に設定あるいは変更されてそのリリーフ圧以上の油圧
室２１の油圧をオイルパンに排出できるようになっている。すなわち、油圧室２１の容積
の減少に伴って排圧するようになっている。さらにまた、各供給用制御弁ＳＰ１，ＳＳ１
は、通電されないことによりオフ状態になるので、アキュムレータ２９の油圧は、各油圧
室２０，２１に供給されない。したがって、アキュムレータ２９は、その内部に相対的に
高い油圧を蓄えた状態が維持されるようになっている。
【００４７】
　車両が停止している状態では、変速比が最大になっており、プライマリプーリ１７に対
するベルト１９の巻き掛け半径が最小になり、かつセカンダリプーリ１８に対するベルト
１９の巻き掛け半径が最大になっている。この状態で、ＥＣＵ２７がフェールし、あるい
は車両のメインスイッチがオフにされて各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２に通電
できず、かつ車両が牽引されるなどのことによって走行すると、車輪２５から伝達される
トルクによりベルト式無段変速機１６が駆動される。すなわち、セカンダリプーリ１８に
出力軸２２からトルクが伝達されてこれが回転すると、そのトルクがベルト１９を介して
プライマリプーリ１７に伝達されてプライマリプーリ１７が回転する。その場合、変速比
が最大になっていることにより、プライマリプーリ１７がセカンダリプーリ１８より高速
で回転する。
【００４８】
　各油圧室２０，２１は、それぞれのプーリ１７，１８と一体となって回転するから、各
油圧室２０，２１の内部にある圧油に遠心力が作用して遠心油圧が発生する。その遠心油
圧は、回転速度（回転数）の二乗に比例して大きくなるから、変速比が大きい状態では、
プライマリプーリ１７の回転数がセカンダリプーリ１８の回転数より高回転数であるため
に、プライマリプーリ１７の油圧室２０で発生する遠心油圧が、セカンダリプーリ１８の
油圧室２１での遠心油圧より高圧になる。そのため、プライマリプーリ１７においては、
その可動シーブが固定シーブ側に移動してプライマリプーリ１７における溝幅が狭くなり
、ベルト１９の巻き掛け半径が増大する。可動シーブが固定シーブ側に移動することに伴
って油圧室２０の容積は拡大し、油圧室２０に接続されている供給油路３１および排出油
路３３ならびに油圧室２０とオイルパンとを連通する供給用バイパス油路３５には、油圧
室２０に圧油を供給する方向の圧力、すなわち負圧が生じる。油圧室２０の容積が拡大す
ることによって弁体が開弁位置に移動してオイルパンと油圧室２０とが連通される。オイ
ルパンと油圧室２０とが連通されると、可動シーブの移動に伴う上記の負圧によってオイ
ルパンに貯留されている圧油が油圧室２０に供給される。
【００４９】
　一方、セカンダリプーリ１８では、その固定シーブと可動シーブとの間隔がベルト１９
によって押し広げられてベルト１９の巻き掛け半径が減少し、その可動シーブの移動に伴
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ってセカンダリプーリ１８の油圧室２１の容積が減少して油圧室２１における油圧が上昇
する。また、前述したように各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２に通電できないこ
とにより油圧室２１が油圧源やオイルパンに対して閉鎖あるいは密閉されている場合に、
排圧用バイパス油路３７に設けられた電磁リリーフ弁３８は、そのリリーフ圧が予め定め
られた相対的に低い圧力に設定される。したがって、セカンダリプーリ１８における溝幅
が拡大することに伴い、電磁リリーフ弁３８のリリーフ圧を超える油圧室２１の油圧がオ
イルパンに排出される。このようにして変速比が「１」に近づくように低下するアップシ
フトが生じる。
【００５０】
　したがって、図１に示すように構成された油圧制御装置によれば、ベルト式無段変速機
１６の入力回転数であるプライマリプーリ１７の回転数が、出力側のセカンダリプーリ１
８の回転数に近づくように低下するので、プライマリプーリ１７に連結されている前述し
た前後進切替機構８の回転数が低下し、前後進切替機構８で発生するギヤノイズなどの騒
音を低減することができる。また、各油圧室２０，２１には、アキュムレータ２９などの
油圧源の油圧が作用しないので、各油圧室２０，２１の油圧を相対的に低くできる。さら
にまた、セカンダリプーリ１８においては、その油圧室２１から電磁リリーフ弁３８のリ
リーフ圧を超える油圧をオイルパンに排出できるように構成されているので、セカンダリ
プーリ１８における可動シーブの移動が可能となるとともに、その油圧およびベルト挟圧
力が過大になることを防止もしくは抑制できる。そして、牽引などによってベルト式無段
変速機１６を回転させてトルクを伝達している状態におけるベルト挟圧力を確保するとと
もに、ベルト挟圧力を必要最低限の圧力とすることができる。その結果、ベルト１９の発
熱や変速機全体としての耐久性の低下を抑制することができる。
【００５１】
　図３に、図１に示す構成を改良した例を模式的に示してある。ここに示す例は、セカン
ダリプーリの油圧室から油圧を抜く排出油路における排圧用制御弁を常開型の弁にすると
ともに、その排出油路における排圧用制御弁よりオイルパン側に所定のリリーフ圧で排圧
するリリーフ弁を設けた例である。図３に示す排圧用制御弁ＳＳ２ＮＯは、通電されない
状態では開弁状態を維持するように構成された常開型（ノーマルオープンタイプ）の電磁
二方弁であり、スプリングの弾性力を弁体に対して開弁状態を維持するように作用させ、
かつその弾性力を減殺して弁体を閉弁位置に移動させるように作用する電磁コイルを備え
ている。図３に示す排圧用制御弁ＳＳ２ＮＯの一方のポートがセカンダリプーリ１８にお
ける油圧室２１に接続され、他方のポートがオイルパンに連通されている。
【００５２】
　また、リリーフ弁３９は、常時、所定のリリーフ圧が設定されたリリーフ弁であってよ
く、また前述したようにリリーフ圧を変更することができる可変型の電磁リリーフ弁であ
ってもよい。リリーフ弁３９のリリーフ圧は、予め定められた相対的に低い圧力に設定さ
れており、そのリリーフ圧は、一例として、牽引などによってベルト式無段変速機１６を
回転させてトルクを伝達させている状態における必要最低限のベルト挟圧力を生じさせる
ことができる油圧室２１の油圧と同等の圧力とすることができる。
【００５３】
　このように、図３に示すように構成された油圧制御装置においては、各制御弁ＳＰ１，
ＳＰ２，ＳＳ１，ＳＳ２ＮＯに通電できない状態では、排圧用制御弁ＳＳ２ＮＯは開いた
状態になり、セカンダリプーリ１８における油圧室２１の油圧がリリーフ弁３９に供給さ
れる。また、リリーフ弁３９のリリーフ圧は、必要最低限のベルト挟圧力を発生させるこ
とができる最低圧力に設定されており、そのリリーフ圧を超える圧力がリリーフ弁３９に
作用すると、油圧室２１とオイルパンとが連通されて油圧室２１の油圧がオイルパンに排
圧される。この状態で車両を牽引するなどのことによって走行させると、車両が停止して
いる状態ではベルト式無段変速機１６の変速比が最大になっているから、プライマリプー
リ１７の回転数がセカンダリプーリ１８の回転数より高回転数になって、プライマリプー
リ１７の油圧室２０で発生する遠心油圧が、セカンダリプーリ１８の油圧室２１での遠心



(14) JP 2012-107736 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

油圧より高圧になる。そして、プライマリプーリ１７の可動シーブがその固定シーブ側に
移動することに伴って油圧室２０の容積が拡大して供給用バイパス油路３５および逆止弁
３６を介してオイルパンに貯留されている圧油が油圧室２０に供給される。
【００５４】
　一方、セカンダリプーリ１８においては、ベルト１９の張力により、その可動シーブが
固定シーブに対して後退移動させられることにより溝幅が拡大してベルト１９の巻き掛け
半径が小さくなる。セカンダリプーリ１８における油圧室２１は、排圧用制御弁ＳＳ２Ｎ
Ｏを介してリリーフ弁３９に接続されているから、油圧室２１の油圧は、リリーフ弁３９
のリリーフ圧に制限されるようになる。すなわち、油圧室２１におけるリリーフ圧を超え
る油圧が、オイルパンに排圧され、油圧室２１は、上記の必要最低限のベルト挟圧力を生
じさせることができる油圧に設定されるようになる。このようにして変速比が「１」に近
づくように低下するアップシフトが生じる。
【００５５】
　したがって、図３に示すように構成された油圧制御装置によれば、ベルト式無段変速機
１６の入力回転数であるプライマリプーリ１７の回転数が、出力側のセカンダリプーリ１
８の回転数に近づくように低下するので、プライマリプーリ１７に連結されている前述し
た前後進切替機構８の回転数が低下し、前後進切替機構８で発生するギヤノイズなどの騒
音を低減することができる。また、各油圧室２０，２１の内部で遠心油圧が発生するとし
ても、供給用制御弁ＳＰ１，ＳＳ１が閉弁状態となっているので、各油圧室２０，２１に
はアキュムレータ２９などの油圧源の油圧が作用しない。そのため、各油圧室２０，２１
の油圧を相対的に低くすることができる。さらにまた、油圧室２１の油圧は、リリーフ弁
３９のリリーフ圧に制限されるので、セカンダリプーリ１８における可動シーブの移動が
可能となるとともに、その油圧が過大になることを防止もしくは抑制できる。そして、こ
れにより牽引などによってベルト式無段変速機１６を回転させてトルクを伝達している状
態におけるベルト挟圧力を確保するとともに、ベルト挟圧力を必要最低限の圧力とするこ
とができる。その結果、ベルト１９の発熱や変速機全体としての耐久性の低下を抑制する
ことができる。
【００５６】
　図４に示す例は、上記の図３に示す構成におけるリリーフ弁に替えて、逆止弁を設けた
例である。この逆止弁４０は、セカンダリプーリ１８における油圧室２１からオイルパン
に向けて圧油が流れる場合に開き、これとは反対方向の圧油の流れを阻止するように閉弁
する一方向弁である。この逆止弁４０は、その一例として、スプリングの弾性力を弁体に
対して閉弁状態を維持するように作用させ、その弾性力を減殺して弁体を開弁位置に移動
させるように油圧室２１の油圧が作用するように構成されている。そのスプリングの弾性
力は、一例として牽引などによってベルト式無段変速機１６を回転させてトルクを伝達さ
せている状態において、セカンダリプーリ１８に必要最低限のベルト挟圧力を生じさせる
ことができる油圧室２１の油圧に抗して弁体を閉弁位置に維持できる弾性力に設定するこ
とができる。
【００５７】
　このように、図４に示すように構成された油圧制御装置においては、セカンダリプーリ
１８において、スプリングの弾性力を超える油圧が逆止弁４０に作用すると、セカンダリ
プーリ１８における油圧室２１とオイルパンとが連通されて油圧室２１の油圧がオイルパ
ンに排圧され、その可動シーブの固定シーブに対する後退移動が可能となってセカンダリ
プーリ１８における溝幅が拡大してベルト１９の巻き掛け半径が小さくなる。このように
して変速比が「１」に近づくように低下するアップシフトが生じる。
【００５８】
　したがって、図４に示すように構成された油圧制御装置によれば、変速比をアップシフ
トできることによって、ベルト式無段変速機１６のプライマリプーリ１７の回転数を低下
させるとともに、これに連結されている前後進切替機構８の回転数を低下させることがで
き、その結果、前後進切替機構８で発生するギヤノイズなどの騒音を低減することができ
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る。また、油圧室２１の油圧は、逆止弁４０の弾性力によって制限されるので、セカンダ
リプーリ１８におけるベルト挟圧力を確保できるとともに、そのベルト挟圧力を必要最低
限の圧力とすることができる。その結果、ベルト１９の発熱や変速機全体としての耐久性
の低下を抑制することができる。
【００５９】
　図５に示す例は、上記の図３および図４に示す構成におけるリリーフ弁や逆止弁を取り
除いた例である。すなわち、図５に示す例において、各制御弁ＳＰ１，ＳＰ２，ＳＳ１，
ＳＳ２ＮＯに通電できない状態では、排圧用制御弁ＳＳ２ＮＯは、開いた状態となってお
り、セカンダリプーリ１８における油圧室２１とオイルパンとが連通され、油圧室２１の
油圧が制限されることなくオイルパンに供給あるいは排出されるようになっている。
【００６０】
　したがって、図５に示すように構成された油圧制御装置によれば、セカンダリプーリ１
８における油圧室２１からオイルパンに対する油圧の供給あるいは排出が制限されないの
で、セカンダリプーリ１８におけるベルト挟圧力が油圧による必要最低限の圧力と同じか
それよりも小さくなったり、あるいは零（０）となり、セカンダリプーリ１８におけるベ
ルト１９を介したトルク伝達が遮断されたり、あるいは伝達トルク容量が低減される。そ
の結果、プライマリプーリ１７にトルクが伝達されず、あるいは伝達されるトルク容量が
小さくなるから、プライマリプーリ１７が回転しなかったり、あるいはその回転数が低く
なったりする。そしてプライマリプーリ１７に連結されている前後進切替機構８も回転し
なかったり、あるいはその回転数が低い状態となる。その結果、前後進切替機構８で発生
するギヤノイズなどの騒音を未然に防止もしくは低減することができる。また、ベルト式
無段変速機１６がトルクを伝達しないので、ベルト１９の発熱や変速機全体としての耐久
性の低下を抑制することができる。
【００６１】
　なお、この発明で対象とする伝動装置は、ベルト式無段変速機以外の伝動装置であって
もよく、例えばチェーンをスプロケットなどの回転部材に巻き掛け、その巻き掛け半径を
変化させることのできる変速機であってもよい。
【符号の説明】
【００６２】
　１…エンジン、　８…前後進切替機構、　１６…ベルト式無段変速機、　１７…プライ
マリプーリ（駆動側プーリ）、　１８…セカンダリプーリ（従動側プーリ）、　１９…ベ
ルト、　２０，２１…油圧室、　２７…ＥＣＵ（電子制御装置）、　２８…油圧ポンプ、
　２９…アキュムレータ、　３１，３２…供給油路、　ＳＰ１，ＳＳ１…供給用制御弁、
　３３，３４…排出油路、　３５…供給用バイパス油路、　３７…排圧用バイパス油路、
　３８…電磁リリーフ弁、　ＳＰ２，ＳＳ２…排圧用制御弁。
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